1.なぜキャリア教育なのか

　なぜ学ぶのかはなぜ働くのかにつながり、なぜ働くのかはなぜ生きるのかの問いに行き着く。学習の過程をそこまで拡張してしまうとまとまらなくなってしまう。これらをトータルに考え、理解する方策はないものか。とりあえずここでは教育という枠の中で考えてみることにする。「キャリア教育」や「ライフプランニング」といったアプローチ方法がある。近年流行りの「キャリア教育」という課題にいて調べ考えてみた。この手の資料としては文科省での検討が総合的で進んでいるように思う。小・中・高校の学習段階において、しっかり「キャリア教育」をしていきましょう、というのが趣旨だが、「学び・働き・生きる」という課題に真正面から取り組んでいると思う。ここでは文科省関係の資料を中心にまとめてみる。

　 「キャリア教育」という文言が公的に登場してその必要性がいわれたのは平成11年12月、中央教育審議会答申「初等中等教育と高等教育との接続の改善について」においてだった。同審議会は「キャリア教育を小学校段階から発達段階に応じて実施する必要がある」とし、さらに「キャリア教育の実施に当たっては家庭・地域と連携し、体験的な学習を重視するとともに、各学校ごとに目的を設定し、教育課程に位置付けて計画的に行う必要がある」と提言している。

「小学校・中学校・高等学校 キャリア教育推進の手引
－児童生徒一人一人の勤労観、職業観を育てるために－」より　平成１８年１１月　文部科学省

（１）「生きる力」の理念を実現する視点から
　平成20年１月の中央教育審議会答申では、「生きる力」という目標を関係者で共有するため重視する視点として、次のような内容が指摘されている。
　・将来の職業や生活を見通して、社会のために自立的に生きるために必要とされる力が「生きる力」であり、進路決定において子どもたちの希望を成就させるだけではない。
　・変化の激しい社会で自立的に生きるためには、思考力・判断力・表現力等をはぐくみ、知識や技能を活用できる能力を育てる必要がある。
　・自分に自信をもたせ、将来や人間関係に不安を抱えている子どもたちの、豊かなコミュニケーション能力や感性・情緒・知的活動の基盤である言語能力などを高める必要がある。
　これら３点は、すべてキャリア教育の目的とも深い関係があり、キャリア教育を推進することによって、より高められるものである。

（２）いわゆる「PISA型学力」の視点から

　OECDが2000（平成12）年から実施しているPISA（Programme for International Student Assessment）は、社会に積極的に参加することができるような実用的な知識・技能に焦点を当て、児童が将来の生活で直面する課題に対してどの程度準備できているかを「読解力」「数学的リテラシー」「科学的リテラシー」の３分野を中心に測定しようとするものである。
　PISAにおけるそれぞれの設問の内容は、各分野の学習の意義を自らの将来と関係づけて理解させる上で極めて示唆的であり、それらを通して測定される能力（いわゆる「PISA型学力」）はキャリア教育で育成しようとしている能力と関連が深い。
　PISA型学力として、過去に調査された能力は次の３項目である。 
○読解力
　自らの目標を達成し、自らの知識と可能性を発達させ、効果的に社会に参加するために、書かれたテキストを理解し、利用し、熟考する能力。

○数学的リテラシー
　数学が世界で果たす役割を見つけ、理解し、現在及び将来の個人の生活、職業生活、友人や家族や親族との社会生活、建設的で関心を持った思慮深い市民としての生活において確実な数学的根拠にもとづき判断を行い、数学に携わる能力。

○科学的リテラシー
　疑問を認識し、新しい知識を獲得し、科学的な事象を説明し、科学が関連する諸問題について証拠に基づいた結論を導き出すための科学的知識とその活用、及び科学の特徴的な諸側面を人間の知識と探究の一形態として理解すること、及び科学と技術（テクノロジー）が我々の物質的、知的、文化的環境をいかに形作っているかを認識すること、並びに思慮深い一市民として、科学的な考えを持ち、科学が関連する諸問題に、自ら進んで関わること。
（国立教育政策研究所監訳『PISA2006年調査　評価の枠組み』ぎょうせい 平成19年）

（３）キャリア教育の必要性の背景

.①少子高齢化社会の到来
就業者人口の減少・消費者人口の減少。
少子高齢化はどのような影響を与えるのか。
　　・働き手が少なくなり、経済の成長が弱くなり、成長しなくなる可能性がある。
　　・高齢者に対する社会保障の費用（医療、福祉、介護など）が増え、国の財源を圧迫させる可能性がある。
　　・年金が増加することによって、国の財源を圧迫する可能性がある。
　　・社会保障の費用が増えることで、若い世代の人達が負担する金額が大きくなって、若い世代の人達が大変になる。
　　・家族の機能が弱くなっていく可能性がある。
　　→高齢者を支える機能、高齢者が子どもに様々なことを伝える機能が弱くなる可能性がある。
　　・地域社会の機能が弱くなっていく可能性がある。
　　→特に、地域に若い人が少なくなることは、地域社会の存続自体も危なくなる可能性がある。

.②産業・経済の構造的変化、
　20世紀後半におきた地球規模の情報技術革新に起因する社会経済・産業的環境の国際化、グローバリゼーションが原因。 我々の日常生活にも大きな影響を及ぼす。

　国民国家に編成されてきた資本と労働と商品は、国境を越え、ジェンダーや家族の枠組みを壊し、文化と政治・経済の領域性や時空間の制約すら越境する。
　それは同時に、映画・音楽・ファッション・食文化・スポーツ・ゲームなど、グローバル文化と呼べるような世界共通の消費文化の浸透や、伝統的な共同体の崩壊、近代以降の家族制度や男女の性別分業の解体といった、文化・社会の大きな変化でもある。
　近代とは、地球上の人々を、とどのつまり同じ人間として扱うことではなかったのか。しかしグローバル化は、その格差を拡大し、固定化する営みでもあった。新たな貧富の格差の分断線を引き始めている。

.③雇用の多様化・流動化等
　近年，日本社会の様々な領域において構造的な変化が進行している。特に産業や経済の分野においてはその変容の度合いが著しく大きく，雇用形態の多様化・流動化にも直結している。学校から職業への移行に問題を抱える若者が増え，社会問題ともなっている状況である。
　子どもたちに視点を移せば，自らの将来を展望しつつ学習に積極的に取り組もうとする意識が国際的にみて低く，働くことへの不安を抱えたまま職業に就き，適応に難しさを感じている状況がある。
　また，身体的には成熟傾向が早まっているにもかからず精神的・社会的自立が遅れる傾向があることや，勤労観・職業観の未熟さなど，発達上の課題も指摘されている。
　正規雇用の減少と非正規雇用の増大(30%を超える)が進む中、就職・進学を問わず、子どもたちの進路をめぐる環境は大きく変化している。また、教育を取り巻く環境も大きく変化してきており、これら社会と教育の動向から若者をめぐる様々な課題が浮かび上がっている。
　新規学卒者のフリーター志向が広がり，高等学校卒業者では，進学も就職もしていないことが明らかな者の占める割合が約９％に達し，また，新規学卒者の就職後３年以内の離職も，労働省の調査によれば，新規高卒者で約47％，新規大卒者で約32％に達している。

　一方、若者の勤労観、職業観の未成熟や、社会人・職業人としての基礎的・基本的な資質・能力の不十分さなどについても各方面から指摘されている。
　　・身体的には早熟傾向、精神的・社会的側面の発達は遅れがち
　　・全人的発達がバランス良く促進されにくい
　　・人間関係をうまく築くことができない
　　・自分で意思決定できない
　　・自己肯定感をもてない
　　・将来に希望をもてない

　このような中で、子どもたちが自立的に自分の未来を切り拓ひ らいて生きていくためには 「生きる力」を身に付け、
　　・社会の激しい変化に流されることなく、
　　・それぞれが直面するであろう様々な課題に柔軟にかつたくましく対応し、
　　・社会人、職業人として自立していくことができるようにする
　このような教育の推進が強く求められている。変化を恐れず、変化に対応していく力と態度を育てることが不可欠である。

（４）キャリア教育の課題
○学校から社会への移行をめぐる課題
　① 就職・就業をめぐる環境の激変
　　・新規学卒者に対する求人状況の変動
　　・求職希望と求人希望との不適合の拡大
　　・雇用システムの変化
　② 若者自身の資質等をめぐる課題
　　・勤労観、職業観の未熟さと確立の遅れ
　　・社会人・職業人としての基礎的資質・能力が未成熟
　　・社会の一員としての意識の希薄さ・未発達傾向

○子どもたちの生活・意識の変容
　① 子どもたちの成長・発達上の課題
　　・身体的な早熟傾向に比して、精神的・社会的自立が遅れる傾向
　　・働くことや生きることへの関心、意欲の低下
　　・社会的自立が遅れる傾向
　　・生活体験・社会体験の機会の喪失
　② 高学歴社会におけるモラトリアム傾向・進路の未決定傾向
　　・職業について考えることや、職業の選択・決定を先送りにするモラトリアム傾向の高まり
　　・自立的な進路意識や目的意識が希薄なまま、進学・就職する者の増加
　↓
○学校教育に求められている課題　「生きる力」の育成
－確かな学力、豊かな人間性、健康・体力－
社会人・職業人として自立した社会の形成者の育成の観点から
　　・学校の学習と社会とを関連付けた教育
　　・生涯にわたって学び続ける意欲
　　・社会人・職業人としての基礎的な資質・能力
　　・自然体験、社会体験等の充実
　　・発達に応じた指導の継続性
　　・家庭・地域と連携した教育
　↓
○キャリア教育の推進
　　・望ましい勤労観、職業観の育成
　　・一人一人の発達に応じた指導
　　・小･中･高を通じた組織的・系統的な取組
　　・職場体験･インターンシップ等の充実

.（５）キャリア教育に取り組む意義

○第一に、キャリア教育は、一人一人のキャリアの発達や個人としての自立を促す視点から、学校教育を構成していくための理念と方向性を示すものである。各学校が、この視点に立って教育の在り方を幅広く見直すことにより、教職員に教育の理念と進むべき方向が共有されると共に、教育課程の改善が促進される。
○ 第二に、キャリア教育は、将来、社会人・職業人として自立していくために発達させるべき能力や態度があるという前提にたって、各学校段階で取り組むべき発達課題を明らかにし、日々の教育活動を通して達成させることを目指すものである。このような視点に立って教育活動を展開することにより、学校教育が目指す全人的成長・発達を促すことができる。
○ 第三に、キャリア教育を実践し、学校生活と社会生活や職業生活を結び、関連付け、将来の夢と学業を結びつけることにより、生徒・学生等の学習意欲を喚起することの大切さが確認できる。このような取組を進めることを通じて、学校教育が抱える様々な課題への対処に活路を開くことにもつながるものと考えられる。
（中央教育審議会「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について（答申）」（
